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施策１ 確かな学力の育成 

 

施策の柱（１）学力向上の推進 

①主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善の推進 

②各種調査結果の分析・活用 

③少人数指導の推進 

④ＩＣＴ活用の推進 

⑤家庭学習の充実 

 

■現状 

・全国学力・学習状況調査及び諸調査の結果から課題を把握し、基礎的・基本的な知識及び

技能の確実な習得と、思考力・判断力・表現力等の育成を図っています。  

・川越市中学生学力調査では、３年生を対象に年３回、川越市独自の実態に応じた問題を作

成し実施しています。 

・「川越市小・中学生学力向上プラン」を策定し、教育委員会と学校が目標と指導方法を共

有しています。 

・学校指導訪問により、教員一人ひとりの指導力向上を図っています。  

・小学校での教科担任制については、学校の状況に応じて実施されています。国から、令和

4年度から教科担任制を小学校高学年で本格的に導入することが示されました。  

・これまでの教育実践の蓄積とＩＣＴの効果的な活用をミックスしていくことで、主体的・

対話的で深い学びの視点からの授業改善を計画しています。 

・学力向上の推進のため、各学校の課題に応じてオールマイティーチャー※を配置していま

す。 

 

■課題 

・基礎的・基本的な知識及び技能の確実な習得と、判断の根拠や理由を明確にした自分の考

えを表現する力の育成が必要です。 

・特に思考力・判断力・表現力等の育成に努める必要があります。  

・全国学力・学習状況調査及び諸調査において、小学生及び中学生で、平均正答率が全国平

均を下回っている学年・教科があるため学力向上対策が必要です。  

・児童生徒の家庭学習に取り組む意識の差を埋める必要があります。 

・各教科等の特質を踏まえた「対話・協働による学び合い」による授業改善が求められてい

ます。 

・臨時休業にも、学習を保障できるように対応する必要があります。 

  

※オールマイティーチャー：積極的な生徒指導を推進し、子どもたちの心の教育や学力向上、いじめの
未然防止等、各学校における様々な課題を解決するために配置する市費臨時講師。  
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■施策の内容 

①主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善の推進 

・主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善を推進するため、「川越市小・中学生学

力向上プラン」で示す授業スタンダードの定着と、より一層の浸透を図ります。 

・学校指導訪問により教員一人ひとりの指導力向上を図り、学校の教育力向上を目指します。  

・学力向上に係る研修会を充実させ、令和２年度から同４年度までの３カ年計画で授業スタ

ンダード「川越市小・中学生学力向上プラン」を確立し、教員の指導力を向上させます。

また、各学校の「川越市小・中学生学力向上プラン」の取組について共有を図ります。 

・市立小・中学校に理科教育に係る支援員（理科実験助手）を配置し、実験・実習の準備や

補助を行い、体験的な学習及び個別指導などの充実を図ります。  

・小学校高学年での教科担任制導入を積極的に進められるよう、モデル校研究などを通して、

教科担任制の導入を図ります。 

 

②各種調査結果の分析・活用 

・各学校に担当指導主事等を配置し、埼玉県学力・学習状況調査等の分析から、各学校の実

態に応じた課題解決を図り、授業改善に活用します。 

・全国学力・学習状況調査と埼玉県学力・学習状況調査において、小中連携校ごとに、実態

に合った分析を行います。 

・川越市中学生学力調査の結果分析により、学力向上・指導力向上及び進路指導の充実を図

ります。 

 

③少人数指導の推進 

・児童生徒一人ひとりに応じたきめ細やかな教育活動を推進するため、オールマイティーチ

ャーを配置し、少人数指導やティーム・ティーチングなどの指導の充実を図ります。  

・オールマイティーチャーによる支援により、児童生徒の学ぶ意欲と自己肯定感を高める、

安定感と活力のある学級づくり、自分自身を素直に表現でき、自分や相手と率直に向き合

える学級づくりを推進します。 

   
④ＩＣＴ活用の推進 

・児童生徒一人ひとりの教育的ニーズや学習状況に応じた個別学習を推進します。  

・ＩＣＴを活用した双方向型の授業を推進します。 

・児童生徒一人ひとりの考えを共有し、多様な意見にも触れられるようにします。  

 
⑤家庭学習の充実 

・ＩＣＴを日常的・効果的に活用した家庭学習を推進します。また、長期にわたる臨時休業

を実施した場合に、家庭にネットワーク環境がなく、かつ経済的に支援が必要な家庭に対

して、モバイル Wi-Fiルーターを貸与するなどして、家庭でＩＣＴを活用した学習を実施

できるようにします。 
・各種調査の結果の分析から課題を把握し、「川越市小・中学生学力向上プラン」に家庭学

習の進め方を掲載し、家庭学習の充実を図るとともに、家庭学習に取り組む意識について

も高めていきます。  
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施策の柱（２）校種間連携の推進 

①幼稚園・保育園・認定こども園・小学校の連携 

②小中連携、小中一貫教育の推進 

 

■現状 

・各学校が近隣の学校等と連携し、教職員や児童生徒間での交流を通し、「小１プロブレム※」

や「中１ギャップ※」といわれる幼稚園、保育園、認定こども園（以下「園」という。）・学

校間の接続期における児童生徒の不適応の解消に努めています。 

・川越市幼児教育振興審議会※にて園・小学校の連携の在り方や各年の研究実践について話

し合い、研究主題の設定や研修会を実施するとともに、園・市立小学校の教職員等が参加

する研修会を実施し、園・小学校の円滑な接続と幼児教育の充実を図っています。  

・市立小・中学校を 8つのブロックに分け、ブロックごとに担当指導主事を配置する等サポ

ートするとともに、情報や課題等を共有しながら、接続校同士の連携を進めています。 

 

■課題 

・園・学校間の接続期における児童生徒の不適応の解消を図るとともに、幼児期の教育及び

９年間を通して、必要な資質・能力を育成するため、関係機関、関係者が連携した継続的

な取組が必要です。 

・認定こども園の増加など、私立保育園、私立幼稚園等の近年の変化に応じ、より一層の円

滑な連携を図る必要があります。 

・学習指導要領の改訂の経緯等を踏まえ、教科等について教育課程の編成及び 9年間の系統

性を意識した学習を進める必要があります。 

・園・小・中学校で育てたい幼児・児童・生徒像の共有や連携事業の推進により、円滑な接

続を図るとともに、小・中一貫教育を意図した教育課程を編成する必要があります。  

 

■施策の内容 

①幼稚園・保育園・認定こども園・小学校の連携 

・幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を、学校・園において共有し、それぞれの教育・保

育に生かすとともに、就学前の幼児期の育みや学びを小学校に受け継ぎ、次の段階である

児童期の学びと育ちに発展させます。そのことで、「小１プロブレム」の解消や学力向上を

図ります。 

・川越市幼児教育振興審議会にて園・小学校の連携の在り方や各年の研究実践について話し

合い、研究主題の設定や研修会の開催などを通じて、園・小学校の円滑な接続と幼児教育

の充実を図ります。 

・園・市立小学校の教職員等へ教育委員会主催の研修会を開催し、幼児教育の充実を図りま

す。  

※小１プロブレム：入学したばかりの小学校１年生が、集団生活に馴染めず、授業中座っていられない、
話を聴かない、騒ぐ等で、授業が成立しない状態。 

※中１ギャップ：中学校に入学し、学習や生活の変化に馴染めず、不登校やいじめ等が急増する現象。  
※幼児教育振興審議会：川越市幼児教育振興審議会条例に基づき、教育委員会の諮問に応じ、幼児教育

の振興に関し審議することを目的として設置。 
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②小中連携、小中一貫教育の推進 

・小学校と中学校が連携し「中１ギャップ」の解消を図ります。  

・各ブロックの小学校と中学校が、小中連携計画書に基づいた連携を図ります。 

・教科等について９年間の系統性を踏まえた学習を推進します。  

・小中連携研究委嘱校の研究成果を生かし、教育課程の連携を更に推進させ、小中一貫教育

の充実を図ります。 
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施策の柱（３）グローバル化に対応する教育の推進 

①英語指導助手の配置事業の充実 

②小学校・中学校英語教育の充実 

 

■現状 

・英語指導助手を市立小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に配置し、児童生徒がネ

イティブの英語に親しむよう取り組んでいます。 

・小学校第３・４学年では「聞くこと」「話すこと」の言語活動を通してコミュニケーショ

ンを図る素地を養う外国語活動を、第５・６学年では「読むこと」「書くこと」を加え、コ

ミュニケーションを図る基礎を養う教科として外国語を実施しています。  

・中学校では、「聞くこと」「読むこと」「話すこと（やり取り）」「話すこと（発表）」「書くこ

と」の４技能５領域をバランスよく育成する英語教育を実施しています。  

 

■課題 

・グローバル化に対応した英語教育の充実に向け、英語によるコミュニケーション能力など

の育成が一層求められています。 

・小学校と中学校間で円滑な学びの接続を行うために、教員の指導力の向上や授業の工夫改

善を図る研修をより充実させていく必要があります。 

 

■施策の内容 

①英語指導助手の配置事業の充実 

・英語によるコミュニケーション能力の育成を図り、「聞くこと」「話すこと」等の技能を

伸ばすため、市立小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校に配置されている英語指導

助手の活用方法の充実を図ります。 

・英語指導助手を対象とした研修会や全学校への英語教育推進訪問を実施し、外国語活動・

外国語科の指導方法の工夫・改善、児童生徒とのよりよい接し方等について、英語指導助

手の資質向上を図ります。 

 

②小学校・中学校英語教育の充実 

・外国語教育の小学校中学年での導入や高学年での教科化に伴い、外国語活動・外国語科に

おける授業等の充実・改善を図るため、外国語活動・外国語科研究委員会等において教材・

指導資料等を作成し、各学校に配布して活用します。 

・小学校・中学校間における円滑な学びの接続を行うために、市立小・中学校の外国語活動・

外国語科の授業を担当する教員等を対象とした研修、授業公開、合同研修等を実施し、教

職員の外国語の指導力向上を図ります。 
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施策の柱（４）学校教育の情報化の推進 

①情報活用能力の育成 

②情報セキュリティ・モラルに関する資質・能力の育成 

③教育の情報化に関する推進体制の充実 

④ＩＣＴ環境の整備 

⑤ＩＣＴ活用の推進（再掲） 

 

■現状 

・学習指導要領では、情報活用能力※は、言語能力、問題発見・解決能力と並ぶ学習の基盤と

なる資質・能力の一つと位置付けられました。なお、小学校学習指導要領では、新たにプ

ログラミング教育※が位置付けられました。 

・ＧＩＧＡスクール構想の実現に対応するために、外部人材を活用してＩＣＴ環境を整備し、

高速大容量の通信ネットワーク、児童生徒一人１台の情報端末、大型提示装置等のＩＣＴ

を活用した学習活動等を実施しています。 

・教員のＩＣＴ活用指導力※の向上を推進するための研修会を実施しています。 

・家庭の情報端末を用いて、学習アプリの利用を行っています。 

・川越市学校教育情報化推進計画を策定し、計画に沿って学校教育の情報化を進めています。  

 

■課題 

・学習指導要領に位置付けられている情報活用能力の育成と、ＧＩＧＡスクール構想に対応

した学校教育の実現が求められています。 

・情報セキュリティに対する意識の醸成、情報モラルの育成が必要です。  

・教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る必要があります。 

・学校で活用しているＩＣＴの情報セキュリティの継続的な強化と、ＩＣＴに関するトラブ

ルへの対応や機器の設定などへの専門的かつ継続的な対応が必要です。 

・高速大容量の通信ネットワークや情報端末の保守整備、教職員や児童生徒のアカウント管

理等、ＩＣＴ環境の継続的な充実が必要です。 

・家庭学習において、全ての児童生徒がＩＣＴを活用できるような環境が必要です。  

・臨時休業の場合も学びの保障、学校と児童生徒の通信手段を確保する必要があります。  

 

  

※情報活用能力：世の中の様々な事象を情報とその結び付きとして捉え、情報及び情報技術を適切かつ
効果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の考えを形成したりしていくために必要な資質・能
力。 

※プログラミング教育：コンピュータがプログラムによって動き、社会で活用されていることを体験し、
学習する教育。 

※ＩＣＴ活用指導力：「教員のＩＣＴ活用指導力チェックリスト」として文部科学省より策定・公表して
いるが、その範囲は、授業におけるＩＣＴ活用の指導だけでなく情報モラルの指導ができることや、
校務にＩＣＴを活用できることも含まれる。 
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■施策の内容 

①情報活用能力の育成 

・児童生徒の情報活用能力を育成するために、ＩＣＴを活用した学習活動の実施に係る指標

を設定し、各学校においてＩＣＴを活用した学習活動を推進します。 

・児童生徒のプログラミング的思考※等の育成を図ります。 

 

②情報セキュリティ・モラルに関する資質・能力の育成 

・ＩＣＴの間違った利用が、個人や社会に経済的・精神的損害を与えることを児童生徒が理

解し、正しい情報活用方法を学ぶなど、新たな情報倫理上の課題に対応できる情報セキュ

リティや情報モラルに関する資質・能力の育成を図ります。 

 

③教育の情報化に関する推進体制の充実 

・ＩＣＴを日常的・効果的に活用するため、教員のＩＣＴ活用指導力の向上に努めるととも

に、ＩＣＴ支援員をはじめとした専門的な知識を有した外部人材を継続的に活用します。 

 

④ＩＣＴ環境の整備 

・ＩＣＴを日常的・効果的に活用した学習活動を実現するために、高速大容量の通信ネット

ワークや情報端末の保守整備、教職員や児童生徒のアカウント管理等、ＩＣＴ環境を継続

的に充実させていきます。 

 

⑤ＩＣＴ活用の推進（再掲） 

・児童生徒一人ひとりの教育的ニーズや学習状況に応じた個別学習を推進します。  

・ＩＣＴを活用した双方向型の授業を推進します。 

・児童生徒一人ひとりの考えを共有し、多様な意見にも触れられるようにします。  

 

 

  

※プログラミング的思考：自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組合せが必
要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組合せたらいいのか、記号の組合せをどの
ように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、といったことを論理的に考えていく力。  
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施策２ 豊かな心と健やかな体の育成 

 

施策の柱（１）豊かな心を育む教育の推進 

①道徳教育の充実 

②規律ある態度の育成の推進 

③伝統や文化に関する教育の充実 

④読書活動の充実 

⑤体験活動の充実 

 

■現状 

・各学校で「川越市の道徳教育」「川越市小学校教育課程指導・評価資料（道徳）」及び「川

越市中学校教育課程指導・評価資料（道徳）」を活用した授業実践を行っています。  

・「約束や決まりを守ることができる」など「規律ある態度」を意識して生活している児童

生徒の割合は、どの学年も高い割合となっていますが、小学校４～６年生、中学校２年生

における「進んであいさつをする」、小学校４～６年生、並びに、中学校１～３年生におけ

る「話を聞き発表する」ことの児童生徒の実態が８割を下回っています。  

・川越の歴史、自然、文化、産業など様々な分野における郷土学習を推進しています。  

・小江戸読書マラソン※、小江戸中学生読書手帳※などを活用し、読書活動を推進しています

が、一人あたりの年間読書冊数は平成 29年度を境に減少傾向です。 

・市立図書館職員が学校を訪問し、本の紹介及び読み聞かせ事業を行っています。 

・文化的行事、体験的活動により、豊かな情操及び多様な文化を尊重する心を育成していま

す。 

 

■課題 

・児童生徒の志や自己肯定感を育てるとともに、社会性、感動する心を育む学習指導を充実

させることが必要です。 

・答えが一つではない道徳的な課題を、児童生徒一人ひとりが自分自身の問題として捉え、

向き合う「考え議論する道徳」の授業を実践する必要があります。  

・児童生徒の道徳性を養うためには、学校の教育活動だけでなく、家庭とも連携した取組が

必要です。 

・授業等における「話を聞き発表をする」ことを意識した学習活動を積極的に取り入れ、対

話的な学習の充実を図っていくことが必要です。 

・「規律ある態度」の育成については、小学校と中学校への確実な引継ぎと連携及び家庭と

の連携を図ることが必要です。 

 

 

  ※小江戸読書マラソン：児童の読書活動の促進を図る事業。30 冊分の書名・著者名や簡単な感想などを
記録する読書マラソンカードを市立小学校の全児童を対象に配布。  

※小江戸中学生読書手帳：市立小・中学校の教職員や市立図書館職員から募集した「中学生に薦める本」
の中から 50 冊を選定し、それぞれの本に紹介文を付けて小冊子にまとめたもの。市立中学校 1 年生
に配布。 
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■施策の内容 

①道徳教育の充実 

・児童生徒の豊かな心を育成するため、道徳科の全体計画及び年間計画に基づき、道徳教育

推進教師※を中心とした指導体制を強化し、道徳教育の充実を図ります。  

・「考え議論する道徳」の授業を実践するため、教員研修を推進します。 

・道徳科の授業を保護者や地域に公開するなど、家庭・地域と連携した道徳教育を推進しま

す。 

 

②規律ある態度の育成の推進 

・埼玉県学力・学習状況調査の質問紙調査及び市で実施している「規律ある態度」の調査の

結果を分析するとともに、毎年度継続して本人・保護者・学校が共有・活用することで、

学校と家庭が連携し、児童生徒一人ひとりの規律ある態度の育成に努めます。  

 

③伝統や文化に関する教育の充実 

・各教科、特別の教科道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動を通して、日本及

び川越の伝統文化の理解や国際理解教育を推進します。 

・児童生徒による地域行事への積極的な参加や市内教育施設の利用を通して、川越の歴史、

人物等の魅力を体感する活動を推進します。 

・文化スポーツ部主催の「子ども文化芸術体験事業」の活用や市立美術館との連携事業を通

して、児童生徒の文化芸術体験の充実を図ります。 

 

④読書活動の充実 

・読書活動を通して児童生徒が言語を学び、表現力を高め、感性を磨き、想像力を豊かなも

のにしていく過程で、豊かな情操を育成します。 

・保護者に対して、読書活動に関する情報提供を行い、家庭における読書習慣の重要性につ

いて共通理解を図ります。 

・引き続き、小江戸読書マラソンや、小江戸中学生読書手帳により、読書活動を推進します。 

・図書や図書館への興味・関心を持たせるため、市立図書館職員の学級訪問等を通じて、読

書活動の推進に努めます。 

・小・中学生に薦めたい図書のリーフレットを作成し、児童生徒が読書に親しむ環境の充実

に努めます。 

・市立小学校・中学校・特別支援学校に学校司書を配置し、学校図書館の充実を図ります。  

 

⑤体験活動の充実 

・校外の自然体験や農業体験を通して、学校における体験学習活動の充実を図ります。  

・市立小・中学校児童生徒を対象に、福祉体験、異文化体験、農業園芸体験等、地域や学校

の実態に応じた特色ある教育活動を創造し、実施します。 

  

※道徳教育推進教師：道徳教育の推進を主に担当する教師で、各校に１名配置されている。平成元年度
改訂の学習指導要領から位置付けられている。  
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施策の柱（２）生徒指導の充実 

①いじめ防止対策の推進 

②不登校対策の推進 

③教育相談の充実 

 

■現状 

・「いじめ防止対策等推進法」に基づき、平成 26 年に策定した「川越市いじめ防止等のた

めの基本的な方針」を基に、いじめの未然防止、早期対応等の取組を推進しています。  

・川越市いじめ問題対策委員会※において指摘を受けた、いじめ防止等に関する各施策、取組

等の意見に基づいて、いじめ防止対策を推進しています。 

・教育委員会が毎学期、全学級の「生徒指導推進訪問」を行い、児童生徒の状況やいじめ問

題を含む生徒指導上の諸問題を把握し、教職員がいじめの「認知」について共通認識を持

ち、未然防止・早期対応できるように取り組んでいます。 

・「いきいき登校サポートプラン※」に基づき、スクールソーシャルワーカー、さわやか相談

員等、多様な立場の専門家や関係機関が連携して不登校の原因となる様々なケースに対応

することができる体制の充実を図っています。 

・スクールカウンセラーや臨床心理士、さわやか相談員等の配置により、学校における教育

相談体制の充実を図っています。 

・スチューデントサポーター※を学校に派遣し、不登校児童生徒の現状に対応しています。 

・教育センター第二分室の開設と川越市民サービスステーションでの相談を開始しました。  
 

■課題 

・全国学力・学習状況調査の質問紙調査において「いじめはどんな理由があってもいけない」

という回答を選ばなかった児童生徒が一定程度いる状況が毎年続いているため、「いじめ

は絶対にゆるされない行為である」との考えに基づき、全ての児童生徒において、いじめ

をしない心を育てる必要があります。 

・いじめを重篤化させないよう、学校と家庭、地域、関係機関と連携を図る必要があります。  

・インターネットやＳＮＳ※を通して発生するいじめ等に対しては、迅速に対応する必要が

あります。 

・不登校児童生徒数及び相談の増加に伴い、これまで以上に学校・家庭・多様な立場の専門

家や関係機関との専門家同士の連携を図るとともに、専門家からの助言を生かし、不登校

解消に向けた相談体制の充実を図る必要があります。 

・児童生徒の不登校未然防止のための手立てを周知、実践していく必要があります。  

・児童生徒及び保護者の相談内容は、多様化、複雑化しており、児童生徒の実態に応じて適

切に対応していく必要があります。 

・学校や教育センター第一分室（リベーラ）等の相談体制の周知に努めるとともに、保護者

と連携していく必要があります。 

  ※川越市いじめ問題対策委員会：本市におけるいじめ防止等のための施策等を検討するため、大学の教
授、弁護士、臨床心理士、医師、学校関係者、人権擁護委員、ＰＴＡ代表で組織した委員会。 

※いきいき登校サポートプラン：不登校児童生徒が多い現状に対応するため、学校や地域、専門家等の
力を活用して相談体制の充実を図り、不登校児童生徒の減少を目指すもの。  

※スチューデントサポーター：地元の大学で心理学を学び、不登校児童生徒の支援を行うために学校、
家庭等に派遣している学生。 

※ＳＮＳ：Social Networking Service の略。人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニテ
ィ型のウェブサイトのこと。 
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■施策の内容 

①いじめ防止対策の推進 

・「川越市いじめ防止等のための基本的な方針」に沿って、いじめの未然防止、早期発見、

早期対応するとともに、学校の「学校いじめ対策委員会」の機能を充実させ、いじめの積

極的な認知、組織的な対応の徹底を図ります。 

・ＳＮＳ等を通して発生するいじめの防止対策、学校指導体制や相談体制の整備、いじめ相

談窓口の周知に努めます。 

・児童生徒が自らいじめ問題について考え、いじめ問題に正面から向き合い、「いじめは絶

対に許さない」という雰囲気を学校全体に醸成できるように努めます。  

・児童生徒一人ひとりの自分に自信を持つ自己肯定感や自分は役に立っているという自己有

用感を育み、学級、学年への所属感が高まるような学校経営に努め、いじめ防止を推進し

ます。 

・定期的にアンケート調査や教育相談等を実施することにより、児童生徒及び保護者が日頃

からいじめを訴えやすい機会や場を作ります。 

・教職員の生徒指導力の向上、いじめ問題対応等の資質能力の向上を推進するとともに、専

門性を生かした関係職員・機関との連携や調整を積極的に推進します。  

・児童生徒の代表がいじめの未然防止等について話し合う、川越市小・中学校児童生徒連絡

協議会等を活用し、いじめの未然防止に自発的に取り組む児童生徒の育成に努めます。  

 

②不登校対策の推進 

・小・中学校における不登校問題の解消に向けて、「いきいき登校サポートプラン」を推進

し、学校、家庭、多様な立場の専門家、地域が連携し、一体となった取組を進めます。  

・いじめ・不登校対策検討委員会※において、協議内容や成果物を基に不登校問題の未然防止

や早期発見・早期対応に向け、具体的な取組を推進します。 

・学校・家庭及び福祉関連機関との連携や、ＩＣＴの活用などにより、不登校や不登校傾向

にある児童生徒の支援の充実を図ります。 

・臨床心理士やスクールソーシャルワーカー等の専門家を活用した相談体制の充実を図るこ

とで、不登校児童生徒や保護者を支援し、不登校解消を目指します。  

 

③教育相談の充実 

・全市立中学校配置のさわやか相談員の資質向上を図るとともに、特色あるさわやか相談室

づくりを推進し、不安や悩みを持つ児童生徒が相談しやすい教育相談体制を推進します。  

・スクールカウンセラーや教育センター第一分室（リベーラ）の臨床心理士など、専門的知

識を有する人材を活用した教育相談体制の充実及び教職員研修会や保護者向けセミナー等

での活用の周知を図るとともに、リベーラ、教育センター第二分室の他、教育センターや

川越市民サービスステーションを活用し、幅広く、児童生徒、保護者、学校に寄り添う教

育相談を行います。 

  

※いじめ・不登校対策検討委員会：いじめ・不登校問題の現状把握と分析、総合的な対策の在り方につ
いて検討する委員会。 
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施策の柱（３）健康の保持増進と体力向上の推進 

①学校保健活動の推進 

②「いのちの教育」の推進 

③食育の推進 

④体力向上の推進 

 

■現状 

・学校と学校医、学校歯科医が連携し、児童生徒の健康診断、健康相談及び保健指導を適切

に行い、感染症予防や健康課題の解決に努めています。 

・学校と学校薬剤師が連携し学校環境衛生検査を実施し、学校薬剤師から指摘のあった事項

については、適切な改善に努めています。 

・各学校において、新型コロナウイルス感染症をはじめとした各種感染症予防のために、学

校教育活動全体を通じて、感染症対策に努めています。 

・がん教育、救命教育、性教育を小・中学校で推進しています。  

・教育活動全体を通じて、食に関する指導の充実を図っています。  

・栄養士が全市立小学校２年生を対象に、食品の栄養素の働きやバランスのとれた食事の大

切さ等についての学習指導を実施しています。 

・栄養教諭※の指導体制の整備を推進するとともに、学校・家庭・地域への食育に関する啓発

や情報提供などを図っています。 

・児童生徒の新体力テストの結果を踏まえ、進んで運動に親しみ、基礎的な体力づくりに取

り組む児童生徒の育成を図っています。 

・児童生徒体力向上推進委員会を組織し、テーマを設定し、体力向上、健康増進に向けた研

究授業に取り組んでいます。 

・近隣大学との連携による「トップアスリートふれあい事業」の実施を通して、児童生徒の

体力向上の推進に取り組んでいます。 

 

■課題 

・家庭との連携を図るため、歯・口に関する指導、薬物乱用防止教室、性に関する指導等へ

の保護者の参加を増やす必要があります。 

・児童生徒の健康の保持のため、家庭・地域と連携した継続的な感染症対策に努める必要が

あります。 

・がん教育、救命教育、性教育については、年間指導計画の中で体系的にカリキュラムに位

置づけていくことが必要です。 

・児童生徒に望ましい食習慣を身に付けさせるため、学校・家庭・地域が連携し、食育の推

進をすることが必要です。 

・日常生活において体を動かす機会が減少していることから、各学校においては、運動の機

会や運動量の確保に取り組み、体力の向上を図ることが必要です。  

・新体力テストへの取組では、小・中学校ともに二極化の傾向が表れていて、市立小・中学

校の経年変化値はやや下降傾向です。  

※栄養教諭：食に関する指導と給食管理を一体のものとして行うために配置される県費負担教職員。 
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・体力向上授業研究会の取組では、小・中学校の学習内容を共有し、教育課程においても連

携する必要があります。 

 

■施策の内容 

①学校保健活動の推進 

・食物アレルギー・アナフィラキシー対応については、教職員研修の実施や関係機関との連

携により学校における対応の充実を図ります。 

・発達段階に応じた性に関する教育及び指導、最新の情報を取り入れた薬物乱用防止教育の

保健教育を推進します。 

・基本的な感染症対策を継続するとともに、児童生徒及び教職員の感染症に対する意識が低

下しないよう指導徹底し、学校における感染及び感染拡大のリスクを低減し、児童生徒の

健康の保持増進と健やかな学びの確保に努めます。 

・学校における感染症対策に関して、家庭・地域に適宜適切な情報発信を行い、理解・協力

を得て、学校教育活動を柔軟かつ効果的に推進します。 
 
②「いのちの教育」の推進 

・全教育活動を通して命の大切さに関する指導を行い、自他の生命を尊重できる児童生徒を

育成します。 

・がんについての正しい理解と、健康と命の大切さについて主体的に考えることができる児

童生徒を育成します。 

・救急救命に関する知識や、胸骨圧迫、ＡＥＤ使用などの心肺蘇生法が実践できる児童生徒

を育成します。 

・市内関係機関と連携し、各学校で性に対する正しい知識を理解させ、全ての児童生徒が互

いに理解・尊重でき、命を大切にする指導に取り組んでいきます。  
 

③食育の推進 

・児童生徒が、食に関して正しい知識と望ましい食習慣を身に付け、生涯にわたって健康に

生きるための力を育むことを目的とした食育を進めます。 

・研修会等を実施し、各学校の食育推進リーダーを育成します。  

・食に関する指導を推進するため、栄養教諭や各学校の食育推進リーダーを中心とした指導

体制の整備を推進し、学校・家庭・地域への啓発や情報提供などの充実を図ります。  

 

④体力向上の推進 

・新体力テストの結果を小学校段階から毎年度継続して本人・保護者・学校が共有し、活用

することで、児童生徒一人ひとりの成長を支え、一人ひとりの体力を確実に伸ばす教育を

推進します。 

・児童生徒体力向上推進委員会を中心として授業研究会を行うとともに、市立小・中学校に

おける体力アップ運動を推進します。 

・近隣大学との連携による「トップアスリートふれあい事業」等の実施を通して、児童生徒

の運動への関心を高め、運動好きな児童の育成を図ります。 

・生徒の豊かな人間性を育み、体力向上にも資するよう「川越市立中学校の部活動の在り方

に関する方針」等を基に、部活動を実施します。 
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施策３ 自立する力の育成 

 

施策の柱（１）進路指導・キャリア教育の充実 

①地域・関係機関と連携した社会体験活動の充実 

②小学校・中学校・高等学校の系統的なキャリア教育の充実 

 

■現状 

・児童生徒が、学校では得られることができない経験を、実際に職場で職業体験や福祉体験

等を通して、生きる力の育成を図っています。 

・児童生徒の進路指導・キャリア教育※の現状と課題について考え、教員の指導体制の充実を

図るために、進路指導・キャリア教育研修会を実施しています。  

 

■課題 

・グローバル化や技術革新の進展など、社会の仕組みが複雑化する中で、児童生徒が自らの

将来についてイメージを描きにくい状況となっています。 

・「学ぶこと」「働くこと」「生きること」への関心・意欲等を培い、社会人として必要な

基礎的・汎用的能力を育成していくことが重要です。 

・児童生徒一人ひとりに働くことの意義や尊さを理解させ、正しい勤労観や職業観を育てる

ことは重要となっており、社会人・職業人として必要な意欲や態度を育てる進路指導・キ

ャリア教育の推進が求められています。 

 

■施策の内容 

①地域・関係機関と連携した社会体験活動の充実 

・川越市中学生社会体験事業※を実施し、地域の事業所等での体験活動を通して勤労観や職

業観を養う機会の充実を図ります。 

 

②小学校・中学校・高等学校の系統的なキャリア教育の充実 

・児童生徒が主体的に、目的意識を持って自分の進路選択ができるよう、発達段階に応じた

進路指導・キャリア教育の充実に努めます。 

・児童生徒が自分自身のキャリア発達を継続的に記録し、「キャリア・パスポート※」を作成、

蓄積することで、見通しと振り返りを行うことができる機会の充実を図ります。  

  

※進路指導・キャリア教育：進路指導は、自らの生き方を考え主体的に進路を選択することができるよ
う、指導援助すること。キャリア教育は、一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤とな
る能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育であり、その中核が進路指導。 

※川越市中学生社会体験事業：中学校１年生または２年生が連続する２日間または３日間で事業所等の
協力により行う職場体験事業。 

※キャリア・パスポート：児童生徒が、自分自身の学習経験の記録を見通しと振り返りの視点をもって、
小学校から高等学校までの 12 年間積み重ねていくもの。 
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施策の柱（２）主体的に社会の形成に参画する力の育成 

①主権者教育の推進 

②環境教育の推進 

③消費者教育の推進 

 

■現状 

・児童生徒は、学校の教育活動全般を通じて、主権者としての義務や権利を学んでいます。  

・児童生徒に対して税に関する正しい理解と知識が身に付くよう、社会科、総合的な学習の

時間を通じて租税教育を行っています。 

・学習指導要領に基づき、理科、社会科、総合的な学習の時間を中心に、教科横断的に、発

達段階に応じた環境教育を行っています。 

・学習指導要領に基づき、社会科、家庭科、技術・家庭科等の教科において、発達段階に応

じた消費者教育を行っています。 

 

■課題 

・令和４年４月から成年年齢が 18 歳に引き下げられることから、義務教育段階からの、自

立を促す教育、主権者教育※、消費者教育が、今まで以上に必要となっています。 

・地球温暖化、森林の破壊、プラスチックによる海洋汚染、津波・風雨災害などの自然災害

など、身近な環境課題から地球規模の課題まで、様々な環境問題が深刻さを増しています。  

・ＳＮＳやインターネット等を通じた若い世代における消費者トラブルが増加しています。  

 

■施策の内容 

①主権者教育の推進 

・将来、社会に関心を持ち、よりよい社会の在り方を主体的に考え判断し、社会の中で協調、

自立できる児童生徒を育成するため、主権者としての自覚を培う教育の推進を図ります。  

・児童生徒が社会で起きている事柄に興味・関心を持ち、社会の形成に参画する基礎を培う

ため、現実の具体的な事象を模擬的に取り上げたり、議論を通して多面的・多角的に考え

させたりできるよう、児童生徒の発達の段階に応じた取組の充実を図ります。  

・児童生徒に税の意義や役割を正しく理解させるために、地域や関係機関等と連携し、租税

に関する教育に取り組んでいきます。 

 

  

※主権者教育：政治の仕組みについて必要な知識の習得のみならず、主権者として社会の中で自立し、
他者と連携・協働しながら、社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一員として主体的
に担う力を育む教育。 
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②環境教育の推進 

・未来の環境の保全・創造を担う児童生徒を育成するため、発達段階に応じて関係機関や地

域と連携した体験活動の充実を図ることで環境教育を推進します。 

・環境マネジメントシステムの考え方を取り入れ、環境にやさしい学校づくりに全員で創意

工夫しながら取り組む川越市エコチャレンジスクール認定制度※を推進します。 

 

③消費者教育の推進 

・消費生活に関する知識を習得し、将来、適切な意思決定や消費行動ができる自立した消費

者として、安心して安全な消費生活を営めるよう、発達段階に応じ、教科や特別活動等あ

らゆる学校活動を通して消費者教育の推進を図ります。 

 

  

※川越市エコチャレンジスクール認定制度：川越市環境マネジメントシステムの考え方を取り入れ、環
境にやさしい学校づくりに全員で創意工夫しながら取り組むことにより、学校の活動が環境に与える
影響を削減するとともに、未来の環境の保全・創造を担う児童生徒を育成することをねらいとする事
業。 
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施策４ 多様なニーズに対応した教育の推進 

 

施策の柱（１）特別支援教育の充実 

①一人ひとりのニーズに応じた指導や支援の充実 

②就学支援の充実 

③特別支援教育の理解・啓発の推進 

 

■現状 

・通常の学級や特別支援学級※に、学級運営支援員※や特別支援教育支援員※を配置し、より

丁寧な指導・支援が行えるようにしています。 

・児童生徒に多様な学びの場を提供するため、通級指導教室や特別支援学級の新設・増設等

の拡充を図っています。 

・過去５年間の児童生徒数は大きく変化していませんが、特別支援学級の在籍者数は増加し

ています。 

・丁寧な就学相談を行い、児童生徒一人ひとりに合った学びの場や学習内容について、保護

者に情報提供を行っています。 

・教育センター第二分室に就学相談専用の相談室を設置し、児童生徒や保護者が継続的に相

談しやすい環境を整えています。 

・就学相談の結果を学校と共有し、経過観察や巡回相談等を通して、児童生徒一人ひとりの

支援の充実を図っています。 

・発達障害や川越市の特別支援教育についての理解のために、教職員対象の特別支援教育に

係る研修会、資料作成、特別支援学級の授業公開、保護者向けセミナーの開催などを行っ

ています。 

 

■課題 

・平成 28 年度に施行された「障害者を理由とする差別の解消の推進に関する法律」に沿っ

た、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援が一層必要です。  

・連続性のある多様な学びの場の提供のため、特別支援学級の全校設置を進めていく必要が

あります。 

・学びの場とする通常の学級・特別支援学級・特別支援学校において、個々の特性やよさを

生かしていくためにはどのような支援や手立てが必要なのか、保護者への理解を深める必

要があります。 

 

  

※特別支援学級：障害のある児童生徒に対し、障害による学習上または生活上の困難を克服するために
設置される学級。 

※学級運営支援員：通常の学級において、生徒指導上や発達障害等で個別の配慮を必要とする児童生徒
に支援を行うために配置する会計年度任用職員。 

※特別支援教育支援員：障害がある児童生徒への学習・生活支援を行うために配置する会計年度任用職
員。 
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■施策の内容 

①一人ひとりのニーズに応じた指導や支援の充実 

・インクルーシブ教育システム※の構築を推進し、全ての児童生徒が十分に共に学ぶことや

個に応じた指導・支援が受けられるように環境の整備に努めます。 

・通常の学級に在籍する軽度言語・聴覚障害や発達障害※等のある子どもに対して、通級指導

教室を活用し、障害に応じた支援の充実を図ります。 

・市立小・中学校に設置している特別支援学級の児童生徒一人ひとりの実態や障害の特性等

に応じた指導・支援の充実に努めます。 

・特別支援学級の全校配置に向けて、今後も計画的な配置を進めていきます。  

 

②就学支援の充実 

・児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて、柔軟に学びの場を選択したり、支援方法を

相談したりできるように継続的な就学相談を行い、個に応じた支援に努めます。  

・川越市児童発達支援センターや就学前施設、学校、保護者等と情報を共有し、切れ目のな

い支援を行います。 

 

③特別支援教育の理解・啓発の推進 

・小学校５年生に「みんななかよく」、中学校１年生に「共に生きる」というパンフレット

を活用した授業を行い、教職員、児童生徒の特別支援教育への理解と啓発の推進を図りま

す。 

・管理職や特別支援教育コーディネーター※に対する特別支援教育に係る研修を充実させ、

校内でケース会議を開くとともに、組織でよりよい支援の在り方を考え、実践していきま

す。 

・保護者・地域・関係機関向けのセミナーの開催や特別支援学級授業公開を積極的に行い、

より多くの方の特別支援教育の理解と啓発に努めます。 

 

 

  

※インクルーシブ教育システム：すべての児童生徒が共に学ぶことを追求するとともに、連続性のある
多様な学びの場を整備した教育システムのこと。 

※発達障害：自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害そ
の他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢において発現するもの。  

※特別支援教育コーディネーター：校内における特別支援教育の体制や整備を推進するために、保護者
や学級担任の相談窓口になったり、事例の検討や研修会のために地域の関係機関との連携や調整を行
ったりする役割を担う。 
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施策の柱（２）一人ひとりの状況に応じた支援 

①多様化する学校課題を解決する事業の推進 

②外国人児童生徒支援の充実 

③教育機会均等化のための支援 

 

■現状 

・支援が必要な児童生徒や不登校児童生徒が年々増加傾向にあり、各学校の課題が多様化し

ています。 

・学力向上の推進や生徒指導体制の充実など各学校の課題に応じて、オールマイティーチャ

ーを配置しています。これにより、子どもたち一人ひとりに応じたきめ細やかな教育活動

を推進することができ、学校の課題にも応じることができています。 

・日本語指導を必要とする児童生徒の数は増加傾向で、特に中国語圏、タガログ語圏、ネパ

ール語圏からの編入学が増えています。 

・語学支援の必要のある学校へ、語学指導補助員、日本語指導員（中国語）を派遣していま

す。 

・入学前の保護者の経済的負担を軽減するため、新入学児童生徒学用品費等の早期支給（３

月）を開始しました。 

・国や埼玉県の奨学金制度及び補助制度が拡充したことにより、本市育英資金貸付申請者が

減少しています。 

・篤志家からの寄附を基に、寄附金を原資とする給付型の大学奨学金支給事業を平成 29 年

度に開始しました。 

 

■課題 

・多様化する各学校の課題に対応するため、語学指導員やオールマイティーチャーなどの人

的配置を拡大し、配置校を増やすとともに、継続的な配置を行う必要があります。  

・子どもたちの抱える問題は多様化、複雑化しており、学校と家庭、関係機関との連携が必

要なケースが増えています。 

・発達障害等だけでなく、生徒指導上の理由や不登校・別室登校など、個別支援を必要とす

る児童生徒数は年々増加しています。 

・日本語指導を必要とする外国籍の児童生徒が増え、また、その母国語の多様化によって、

語学指導補助員に求められる言語も多様化しています。 

・語学指導補助員の中で、多言語に対応できる日本語指導が可能な人材を、関係機関との連

携を図り、増やしていく必要があります。 

・日本語指導を必要とする外国籍の児童生徒が増える中、本人・保護者とも日本語が全く話

せないケースが増加しています。 

・家庭の経済的事情により、学習の機会が阻まれることがないよう適正な就学援助制度の在

り方について検討していく必要があります。 

・川越市大学奨学金支給事業を継続するための財源確保が必要です。  
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■施策の内容 

①多様化する学校課題を解決する事業の推進 

・子どもたちの心の教育・学力向上・いじめの未然防止等、各学校における様々な課題に応

じ、オールマイティーチャーを配置し、課題解決を図ります。  

・問題を抱えた児童生徒や保護者が、学校、家庭、地域、関係機関と連携して課題解決を図

れるようにするため、スクールソーシャルワーカーの配置を進めていきます。  

・一人ひとりのニーズに応じた支援の実現のために学級運営支援員や特別支援教育支援員の

計画的な配置を進めていきます。 

 

②外国人児童生徒支援の充実 

・各学校に在籍する外国籍児童生徒のうち、特に日本語指導が必要とされる児童生徒に対し

て、語学指導補助員、日本語指導員（中国語）の派遣を推進し、日本語指導や学校生活へ

の適応指導の支援等、個に応じた教育の充実を図ります。 

・日本語指導を必要とする児童生徒に対して、母国語での支援及び母国語に関わらず支援で

きる人材の確保を図ります。 

・関係機関や庁内関係課と連携し、日本語教室等の周知等を図ります。  

・学習者用コンピュータによる翻訳機能の活用や、来日後の日本語指導体制の研究を進めま

す。 

 

③教育機会均等化のための支援 

・経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して必要な援助が行き渡るよう、

引き続き就学援助制度の周知を行うとともに、国や他自治体の動向等を踏まえ、認定基準

を含めた適正な制度の在り方について検討を行い、就学援助制度を推進していきます。 

・高等学校、大学等への進学に対する支援は、国及び埼玉県の制度の拡充を考慮した上で、

貸付型の育英資金制度の見直しも含め、経済的支援を真に必要としている方のための制度

設計を行います。 
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施策５ 教育の質を高める環境の充実 

 

施策の柱（１）教職員の資質向上 

①教職員研修の充実 

②中堅教職員・臨時的任用教員の育成 

③教職員研修の効果的な実施 

 

■現状 

・中核市として教職員研修体系を確立させ、豊かな人間性、確かな指導力を持った教職員の

育成を推進しています。 

・学習指導要領の趣旨を踏まえ、教職員や学校のニーズに応える研修の充実を図っています。  

・教職員の経験段階に応じて職務遂行に必要な知識・技能等の習得を図る経験者研修や、教

職員の職務に応じた知識・技能等の習得を図る特定研修を実施しています。  

・教職員自らが希望して参加できる専門研修の充実を図っています。  

・教職員の年齢構成が大きく変化し、特に若手・中堅教職員の育成を図っています。  

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、感染拡大状況に合わせた対応（机上研修・対

面研修・オンライン研修）を行っています。 

・個々の教職員が主体的に研修に参加し資質向上が図れるように、グループワークを通して

の対話や演習などを多く取り入れています。 

 

■課題 

・教職員の職務遂行にあたり、経験段階に応じた知識・技能の習得や資質向上を図るため、

教職員研修を一層充実させる必要があります。 

・管理職として個別の事案に対応するための事例研究や、教職員の人事評価結果を人材育成

などの人事管理へ適切に活用できる人事評価の研修が必要です。  

・中堅教職員や臨時的任用教員の育成とともに、学習指導要領が目指す授業改善に対応する

ための研修を更に充実させる必要があります。 

・教職員の負担軽減や新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オンライン型や対面型な

どの多様な実施方法を計画し、より効果的・効率的な研修計画が必要です。  

 

■施策の内容 

①教職員研修の充実 

・教職員の経験段階に応じ、初任者研修、中堅教諭等資質向上研修や管理職研修などを核と

した経験者研修の充実を図ります。 

・学習指導要領への対応や様々な教育課題に対応するため、教員の専門的スキルを高め、授

業改善につながる専門研修の充実を図ります。 

・教育者としての使命感、責任感を持ち、指導力のある意欲的な教員を育成するための研修

を充実させるとともに、服務規律を守り、倫理観の向上を図るための研修を実施します。 
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②中堅教職員・臨時的任用教員の育成 

・若手・中堅教職員の教育に対する識見を高め、資質・能力の向上を図り、学校運営の推進

者となる人材を育成していきます。 

・臨時的任用教員研修において、教職員の資質向上に関する指標を基とした研修を経験年数

に合わせて計画し、臨時的任用教員の授業力を育成します。 

 

③教職員研修の効果的な実施 

・教職員の負担軽減及び新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、対面型・オンライン型

の研修方法により、研修内容に適した時期で研修を実施します。  
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施策の柱（２）教職員の働き方改革 

①勤務時間を意識した働き方の推進 

②事務負担軽減への取組 

③悩みを抱える教職員のための支援体制づくり 

 

■現状 

・学校に求められる役割が拡大し、教員の在校時間が年々増加しています。令和元年度、勤

務時間を除く１日の平均在校等時間は、小・中学校とも２時間 30分を超えています。 

・在校等時間の縮減に向け、在校時間記録システムにより把握した在校等時間について各学

校へ情報提供を行い、働き方の見直しの資料としています。 

・各学校は、定時退庁を推奨する「ふれあいデー」や、学校閉庁日とする「サマーリフレッ

シュウィーク」を設定しています。 

・統合型校務支援システムを活用し、事務の効率化を図っています。 

 

■課題 

・教員の在校等時間の上限は月 45時間、年 360時間のため、在校等時間の縮減を図る必要

があります。 

・教員へのアンケート結果から、直近１年間でストレスが「増加した」「少し増加した」と

の回答の合計も６割あり、教員へのメンタルヘルスケアが必要となっています。  

・調査報告書の作成や、勤務時間外における電話対応等により、子どもと向き合う時間を十

分に確保することが難しい状況です。 

・統合型校務支援システムの効果的な運用を全校で行う必要があります。 

・教員の在校等時間の縮減は、地域や保護者の理解・協力が必要です。 

・県の制度の活用や効率的な業務の推進を踏まえて、計画的な年次休暇の取得を促していく

必要があります。 

 

■施策の内容 

①勤務時間を意識した働き方の推進 

・教職員の働き方について見直す機会となるよう、在校時間記録システムにより把握したデ

ータを定期的に学校へ提供し、管理職を含めた教職員の意識改革を図ります。 

・「ふれあいデー」の設定を推進します。 

・保護者や地域に対して、学校における働き方改革に関する取組を理解してもらうよう周知

します。 
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②事務負担軽減への取組 

・統合型校務支援システムを活用するなど、国や県、市で求める調査報告について効率化が

図れるよう検討を進めます。 

・学校と教育委員会とが負担軽減についてともに研究する場をつくり、働き方改革を推進し

ます。 

・学習指導案や教材等を関係者で共有し、教員の教材づくり等の授業準備に掛ける時間を削

減し、事務の効率化を図ります。 

・教育委員会からの調査・照会業務の適正化（縮減）を行い、事務負担の軽減を図ります。  

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなど、専門性を持つ多様な職員と教

員が協働し、「チーム学校」としての組織体制強化を図ることで、教員一人ひとりの負担軽

減を図ります。 

・部活動の意義や発達段階を踏まえた指導が行えるよう、外部指導者の活用を含めた地域と

連携した活動を推進し、部活動顧問の負担軽減と持続可能な運営体制の構築に努めます。 

 

③悩みを抱える教職員のための支援体制づくり 

・ストレスチェックを実施し、高ストレス者が産業医と面談できる体制を整えます。 

・ストレス状況を把握できるよう、セルフチェックシステムの活用を推進します。  

・様々な問題、課題に対して、教職員一人で悩み、問題を抱え込むことのないよう、気軽に

相談できる支援体制を構築します。 
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施策の柱（３）魅力ある市立川越高等学校づくりの推進 

①市立川越高等学校の活性化・特色化の推進 

②進路指導力向上のための教職員研修の充実 

③中学校・市立川越高等学校連携の推進 

④市立川越高等学校教育環境の整備・充実 

 

■現状 

・学校生活のアンケートでは、生徒、保護者の約９割が「入学してよかった」と回答してい

ます。 

・募集人数に対する入学希望者（受検者）の倍率は、県内で高い比率となっています。  

・きめ細やかな指導を行うため、全学科・全学年で少人数学級編制（35人学級）を実施して

います。 

・地元出身のリーダーを育成するため、地域特別選抜（募集定員の 10%程度）を実施してい

ます。 

・広く市内の中学生に市立川越高等学校の取組を周知するため、毎年１～３校の市立中学校

を指定し、市立川越高等学校の教員による出前授業を実施しています。  

・部活動の活躍を通して、学校の魅力を一層高めるため、部活動等外部指導者（野球、女子

バレーボール、吹奏楽、体操）を導入しています。 

・現在の校舎は築 25年以上経過し、計画的に改修を進めるため、平成 30年 11月に「川越

市立川越高等学校大規模改修方針」を策定し、改修工事を進めています。 

・ＩＣＴ環境を整備するため、普通教室、特別教室等に無線ＬＡＮ工事を実施しました。 

 

■課題 

・少子化が進む中で、進学先として選ばれるよう、市立川越高等学校のより一層の活性化・

特色化を進める必要があります。 

・生徒の多様な進路ニーズに応えるため、進路指導力の向上を図る必要があります。  

・市立川越高等学校の強みを生かした川越市独自の校種間連携を効果的に図ることが必要で

す。 

・国が示すＧＩＧＡスクール構想に対応するため、ＩＣＴ環境を更に整備する必要がありま

す。 

・トイレや受変電設備などの、大規模改修方針で対象とした以外の施設・設備についても老

朽化が進んでおり、計画的に改修を進める必要があります。 
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■施策の内容 

①市立川越高等学校の活性化・特色化の推進 

・アメリカ・オレゴン州にあるノース・セーレム高校との国際交流を通じて、グローバル化

に対応したコミュニケーション力を身に付け、川越や日本のことをきちんと伝えることの

できる国際人を育てます。 

・本市唯一の市立高校として、異校種や家庭・地域との連携を図りながら、創立 100周年に

向けて、時代の要請と市民の期待に応える魅力ある学校づくりを進めます。  

・一人ひとりの希望する進路に向けた確かな学力・技能等を培い、人生や社会の未来を切り

拓くことのできる力を育みます。 

・普通科と商業に関する学科（情報処理科・国際経済科）の３学科併置校としての特色を生

かした教育活動の充実を図ります。 

・これまでの取組を継続し、部活動の活躍を通して学校の魅力を一層高めます。 

・多様な学びの機会を創造するため、市内４大学及び女子栄養大学との連携、地元企業や関

係機関との連携を推進します。 

・市立川越高等学校のホームページをより充実させ、教育活動の内容や成果に関して適時に

適切な情報を発信します。 

 

②進学指導力向上のための教職員研修の充実 

・Society5.0 時代に対応した教育を実施するため、全ての教員がＩＣＴを適切に活用できる

ことを目指します。 

・教員を大学進学予備校や民間教育機関の研修等に参加させ、その成果を校内に普及させる

ことで大学等への進学指導力の向上を目指します。 

 

③中学校・市立川越高等学校連携の推進 

・市立川越高等学校の取組を市立中学校に広く周知するために、引き続き研究委嘱校を設定

し、支援していきます。 

・商業に関する学科との連携など、市立川越高等学校の特色を生かした連携方法について、

研究していきます。 

 

④市立川越高等学校教育環境の整備・充実 

・施設・設備面からも教育力の維持向上を目指し、より安全で快適な教育環境を整備するた

め、計画的に改修を進めます。 

・情報活用能力の育成や「主体的・対話的で深い学び」を実現するため、ＩＣＴ環境を一層

整備していきます。 
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施策の柱（４）市立特別支援学校の充実 

①市立特別支援学校の整備・充実 

②市立特別支援学校のセンター的機能の充実 

 

■現状 

・特別支援教育（高等部）に係る教育環境の整備・充実に向けて、保護者等と連携を図りな

がら就職につながる体験的な学びを大切にしています。 

・生徒にとって必要な知識・技能等を習得できるようにするための施設・設備の拡充に向け

て、関係各課がその都度関わりながら支援しています。 

・ＩＣＴ環境を整備するため、一人１台のタブレット端末及び教室棟、作業棟に無線ＬＡＮ

を設置しました。 

・特別支援教育を推進するセンター的機能を活用して、特別支援学校の専門性を生かした、

保護者への助言や小・中学校への指導、教職員に向けた研修会など、多くのケースに対応

しています。 

 

■課題 

・特別支援教育に対する時代の要請に応じた教育環境の充実を図る必要があります。  

・支援を必要とする児童生徒の増加が考えられることから、市立特別支援学校の教員による

専門的な相談体制の構築を図るとともに、教育センター第二分室を活用した、教職員に向

けた専門的な研修を実施する必要があります。 

・センター的機能について更に周知し、活用していく必要があります。  

 

■施策の内容 

①市立特別支援学校の整備・充実 

・市立特別支援学校の教育活動が円滑に進められるようにするために、教育環境の整備・充

実に向けた支援体制の充実を図ります。 

・卒業後「ひとりだちする生徒」を目指し、基礎的な知識、理解の定着を図るとともに、個

人及びグループで適切に作業に取り組める能力の育成を図ります。  

・生徒一人ひとりに応じた進路指導、援助を計画的、組織的、継続的に推進します。  

・卒業後の職場定着のために、卒業後３年間支援します。 

・ＩＣＴ機器に触れ、活用する力を育成します。 

 

②市立特別支援学校のセンター的機能の充実 

・市立特別支援学校が、保護者に対する相談活動や小・中学校等へのセンター的な役割を担

えるよう支援体制の充実を図ります。 
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施策６ 学びを支える教育環境の整備・充実 

 

施策の柱（１）学校施設の整備・充実 

①小・中学校施設大規模改造工事の推進 

②小・中学校重要設備の更新 

③小・中学校空調設備設置の推進 

④学校図書館の充実 

 

■現状 

・全ての市立小・中学校において、耐震化、普通教室の空調設備導入が完了しました。  

・今後の小・中学校の整備計画として「川越市小中学校施設整備計画」を策定しました。  

・学校内の倒壊の恐れがあったブロック塀の撤去・改修が完了しました。  

・ほとんどの学校の校舎等が建築後 30 年以上経過しており、施設・設備の老朽化が進んで

います。 

・学校図書館の図書整備状況については、中学校は、学校図書館図書標準を達成しています

が、小学校は未達成です。 

・市立図書館からの学校への図書貸出数は平成 28年度をピークに減少傾向です。 

 

■課題 

・安全性や快適性の向上に向けて、老朽化した校舎、屋内運動場、トイレ等を改修する必要

があります。 

・昭和 40～50年代に建設された校舎が多く、更新、改修の時期が重なり、計画的な保全整

備が必要です。 

・受変電設備などの重要設備の故障は、学校運営に支障が生じるため、耐用年数を経過した

設備は順次更新していく必要があります。 

・近年の異常高温への対策及び自然災害発生時の避難所としての役割から、特別教室や屋内

運動場への空調設備の設置が求められています。 

・市立図書館から学校への図書の貸出しにおいては、学習指導要領に基づくカリキュラムに

対応できる図書が求められています。 

 

■施策の内容 

①小・中学校施設大規模改造工事の推進 

・「川越市小中学校施設整備計画」に沿って計画的に外壁改修や屋上防水の大規模改造工事

を推進します。 

・「川越市小中学校施設整備計画」に沿って計画的に便器の洋式化や配管改修などのトイレ

改修を推進します。 
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②小・中学校重要設備の更新 

・「川越市小中学校施設整備計画」に沿って計画的に耐用年数を経過した受変電設備等の重要

設備を更新します。 

 

③小・中学校空調設備設置の推進 

・特別教室への空調設備の導入を推進します。また、屋内運動場への空調設備については、

防災上の観点を含め様々な導入手法について検討します。 

 

④学校図書館の充実 

・児童生徒の読書活動を推進するため、蔵書数を含めた魅力ある学校図書館の充実を図りま

す。 

・児童生徒の調べ学習及び読書活動推進等に向け、市立図書館から学校への図書貸出を推進

します。 
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施策の柱（２）小・中学校の適正規模・適正配置 

①小・中学校の適正規模・適正配置等の検討 

 

■現状 

・文部科学省の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」では、１学年

１学級以下となる小・中学校で学校統廃合等により適正規模に近づけることの適否を速や

かに検討する必要があることや、通学時間が「おおむね１時間以内」を目安とすることと

されています。 

・市立小・中学校において 1,000 人を超える学校がある一方、１学年１学級となる学校な

ど、１校あたりの児童生徒数の差が広がっています。 

・国は、小学校 2年生以上の学級編制基準を 35人以下とし、令和 3年度の小学校２年生よ

り年次進行で、令和 7年度には小学校全学年が 35人以下学級の編制となります。 

・「川越市立小中学校における適正規模・適正配置及び検討の方針※」を踏まえ、小・中学校

の適正規模・適正配置並びに大規模化、小規模化している学校について、地域社会とのか

かわりを考慮しながら検討を進めています。 

 

■課題 

・少子化による小規模校化が進む中、多様な教育活動を進め、教育水準の維持向上を図るた

め、学校規模の適正化の検討を進める必要があります。 

・学級編制基準の変更に対応し、教室等の整備を進める必要があります。  

・「川越市公共施設等総合管理計画※」「川越市個別施設計画（公共施設編）」や、本市の現

状、地域性等との整合性も考慮するなど、関係各課を交えて慎重に検討していく必要があ

ります。 

 

■施策の内容 

①小・中学校の適正規模・適正配置等の検討 

・子どもたちが社会で自立できる力を身に付けることを目標に、切磋琢磨して成長のできる

川越市立小・中学校の在り方を検討し、新たな教育環境を整えます。  

・川越市立小・中学校の適正規模・適正配置について、保護者や地域住民等の意向を把握し

た上で、児童生徒数の推移、及び、小学校での 35 人以下学級の学級編制に基づく各学校

における学級数を踏まえて基本となる方針を策定します。 

・策定した基本方針を基に、学校の分離・新設や統廃合等の可能性について、地域社会の意

見等を踏まえて協議します。 

 

 

  

※川越市立小中学校における適正規模・適正配置及び検討の方針：川越市立小・中学校の学校の規模の
分類及び適正な配置について基準を設け、それを基に川越市立小・中学校の在り方について検討を行
う方針を示したもの。 

※川越市公共施設等総合管理計画：本市が所管し管理する公共施設やインフラ施設などの社会資本を、
総合的かつ計画的に管理するための基本的な方向性を示したもの。 
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施策の柱（３）学校給食の充実 

①給食内容の充実 

②学校給食施設の整備 

 

■現状 

・旬の食材を使用した献立、行事献立及びお楽しみ給食など、献立を工夫して提供していま

す。 

・児童生徒が地域の食文化について理解できるよう、地場産物の収穫期に合わせた献立を作

成し、地場産物の使用に努めています。 

・食物アレルギー対応食の提供開始により、より安全・安心でおいしい給食を安定的に供給

するよう努めています。 

・食材によって、農産物等の産地証明及び残留農薬証明書等の確認、細菌検査及び放射性物

質検査を実施し、安全性を確保しています。 

・菅間学校給食センター及び今成学校給食センターは、施設と設備の修繕等を計画的に推進

するとともに、突発的な修繕の対応に努めています。 

 

■課題 

・安全・安心でおいしい学校給食を安定して提供できるよう、経年による突発的な修繕が増

加している施設や諸設備の改修等を実施する必要があります。 

・今成学校給食センターは築 27 年経過し老朽化が進んでいるため、建替え等を検討する必

要があります。 

 

■施策の内容 

①給食内容の充実 

・安全・安心でおいしい給食を提供するとともに、栄養のバランスが取れた給食を提供しま

す。 

・学校給食で使用する食材の安全確保に努めます。 

・地場産物の積極的な使用に努めます。 

・食物アレルギー対応食について、安全で確実な実施体制を保持し、内容の拡充を図ります。  

 

②学校給食施設の整備 

・施設の改修と設備の修繕等を計画的に推進していきます。 

・今成学校給食センターは、運営の手法も含め、計画的な建替え等を検討していきます。 
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施策の柱（４）子どもたちの安全・安心の確保 

①安全教育の推進 

②防災教育の推進 

③学童保育の充実 

 

■現状 

・学校・家庭・地域全体で、児童生徒の登下校の見守り活動を重点的に実施し、交通事故・

不審者等の被害に遭わないための対応を行っています。 

・防災教育では、「自分の身は自分で守る」ことを基本とした指導を進めています。  

・教科等横断的な視点で、防災教育を位置付けた年間指導計画の作成を推進しています。  

・自然災害に対応できる危機管理マニュアルの見直しとマニュアルを活用した避難訓練を実

施しています。 

・学童保育室については、申請があった入室要件を満たした児童を全て受け入れるため、余

裕教室※の転用等を行い、児童の放課後等の居場所をつくり、児童の安全・安心の確保を図

っています。 

・約３分の２の学童保育室が建築から 20 年以上経過していることから、安全や施設自体の

維持に関わるものなどに優先順位を付けて改修に取り組んでいます。  

 

■課題 

・全国的には、登下校中の交通事故、児童生徒の命に関わるような犯罪に巻き込まれてしま

う事案も発生しているため、安全対策の徹底が求められています。  

・学校、家庭、地域が一体となり、地域ぐるみの防犯対策を一層推進する必要があります。 

・大地震や大雨による災害発生時には、小・中学校が地域の避難所となることから、日頃か

ら学校を拠点に地域と連携して、地域全体で防災力強化に取り組むことが重要です。  

・学童保育室の入室児童数は年々増加傾向にあるため、保育場所及び放課後児童支援員※の

確保が必要です。また、一部の狭あい化する学童保育室や 35 人学級の実施に伴う余裕教

室等の減少が見込まれることへの対応が必要です。 

・保護者の就労形態の多様化に柔軟に対応するなど、学童保育室利用者のニーズに応じて、

延長保育や長期休業期間のみの一時保育の実施を検討していく必要があります。  

・学童保育料について、人的・物的資源の確保や質の向上のため、今後、見直しが必要です。  

 

  

※余裕教室：少子化により児童生徒数、学級数が減少し、将来にわたっても空き教室と見込まれる教室
のこと。文部科学省では、余裕教室を「将来とも恒久的に余裕となると見込まれる普通教室」と定義
している。 

※放課後児童支援員：放課後児童健全育成事業（学童保育事業）において、保育士等の資格を有し、都
道府県知事等が行う研修を修了した者であって、必要な知識及び技能をもって児童の育成支援にあた
るもの。 
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■施策の内容 

①安全教育の推進 

・児童生徒、地域の実態に応じた安全教育を保護者・関係機関と連携し推進します。 

・児童生徒の安全確保のため通学路安全点検の実施、スクールガード・リーダー※の配置等、

地域及び関係機関等と連携・協働し、安全・安心の取組を推進します。 

・各学校で児童生徒を対象に、不審者に遭遇した場合の対応等、実践的な防犯教室を実施し、

防犯意識の育成を図ります。 

・児童生徒を対象とした交通安全教室を関係機関と連携し推進します。  

 

②防災教育の推進 

・地震や火災等を想定した避難訓練を各学校の年間指導計画に位置付け、児童生徒の防災意

識を高め、発達段階に応じて自ら危険を回避する能力の育成を図ります。  

・各学校において、防災マニュアルを検証し改善するとともに、それらを的確に活用できる

よう教職員の安全意識及び災害対応能力の向上を図り、日頃から児童生徒の命を守る防災

体制の強化を図ります。 

・各学校の地域実態等を踏まえた、避難所運営・設営に係るマニュアルを作成し、地域と連

携した災害対応体制の構築を推進します。 

 

③学童保育の充実 

・就労等により保護者が常時留守になっている児童の放課後等の安全・安心を確保し、健全

な育成を図ります。 

・放課後児童支援員及び補助員の確保及び質の向上を図ります。  

・学童保育室の整備、改修等を行い、保育環境の改善を図ります。  

・民間放課後児童クラブを所管する関係課と連携し、多様化する保育ニーズに対応するため

の保育手法や負担の在り方について検討します。 

 

 

  

※スクールガード・リーダー：各小学校の推薦を受け、市が依頼して、防犯及び交通安全の見守りを行
う地域のリーダー。 
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施策の柱（５）教育センターの充実 

①教育センター施設の整備・開放の充実 

②教職員・保護者・地域との連携研修の充実 

 

■現状 

・教職員研修体制を整備するとともに、地域に開かれた施設として、１階教室、体育館、運

動場等の活用を推進しています。 

・教育相談等機能充実のため、あけぼの・ひかり児童園旧園舎を教育センター第二分室とし

て活用を開始しました。 

・保護者と共に考える研修会への保護者、教職員の参加者数は増加傾向です。  

 

■課題 

・教育センターは、トイレ改修工事、駐車場整備、体育館の老朽化対策、空調設備の更新、

各研修室のネットワーク環境等の整備が必要です。 

・教育センター第一分室（リベーラ）は、空調設備の更新が必要です。  

・教育センター第二分室は、空調設備の更新、多目的トイレの設置、駐車場整備が必要です。  

・ＳＮＳやネット環境の普及によるいじめや犯罪から児童生徒を守るために、教職員、保護

者が連携し、課題解決に取り組んでいけるよう、その具体的な手立てを広く周知していく

必要があります。 

 

■施策の内容 

①教育センター施設の整備・開放の充実 

・教育センター、教育センター第一分室、教育センター第二分室の老朽化した部分等の緊急

性や必要性を検討し、施設の改修と設備の修繕等を計画的に実施します。  

・教育センターは、教職員研修の施設として対面型・オンライン型の研修内容が充実するよ

うに、また地域に開かれた施設として利用しやすいように整備運営に努めます。  

 

②教職員・保護者・地域との連携研修の充実 

・不登校児童生徒への対応や情報モラルの育成などの今日的な教育課題解決のために、学校

や家庭・地域と連携した研修の充実を図ります。 
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施策７ 家庭・地域の教育力の向上 

 

施策の柱（１）家庭や地域の教育力向上 

①家庭教育の支援 

②社会教育関係団体への支援 

③地域の教育活動への支援 

 

■現状 

・家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子どもの基本的な生活習慣づくり、自己肯定感

や自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図る上で重要な役割を担っています。  

・家庭環境の多様化や地域コミュニティが希薄化するなど、家庭を取り巻く社会状況が変化

しています。 

・家庭の教育力の向上を図るため、小・中学校で実施している家庭教育学級※の支援と、保育

園・幼稚園・高等学校家庭教育講座等の保護者に対する家庭教育に関する学習機会を提供

しています。 

・子ども会活動の継続及び活性化を図るため、地域で活躍できる人材の育成及び資質向上の

ための支援を行っています。 

・子ども会育成会活動の継続及び活性化を図るため、育成者の資質の向上、補助金交付等子

ども会育成団体連絡協議会活動の支援を行っています。 

・ＰＴＡ活動の継続及び活性化を図るため、川越市ＰＴＡ連合会の運営委員会や講演会等の

支援、補助金交付等を行っています。 

・社会教育推進の一端を担っている公民館登録グループ※数の減少がみられ、公民館利用者

数も減少傾向にあります。 

 

■課題 

・時代や社会情勢の変化に応じた、子ども会育成会、ＰＴＡの活動等への支援方法を検討す

る必要があります。 

・地域の人と人とのつながりを深めながら、地域に愛着を持ち、地域のよさに気づくような

活動を支援することや、体験する機会を創出することが必要です。  

・地域の教育力向上のために公民館登録グループ活動を充実させていくことが課題です。一

方で、公民館登録グループの新設や継続のため、公民館登録グループ制度の広報や活動の

充実を図る検討も必要です。 

  

※家庭教育学級：保護者が親としての役割や責任を自覚するため、一定期間継続して、家庭における望
ましい生活習慣や倫理観などを学ぶための活動。 

※公民館登録グループ：川越市公民館利用グループの登録及び育成に関する要綱に基づき、公民館の目
的に沿い、登録されたグループ。 
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■施策の内容 

①家庭教育の支援 

・身近な地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育が行われるよう、指導者

の養成に努めます。 

・乳幼児の親や児童生徒の保護者を対象に、子どもの成長・発達段階に応じた家庭教育に関

する学習機会を提供します。 

・小・中学校ＰＴＡで実施している家庭教育学級の企画運営に関する情報提供等を行うこと

で、家庭教育学級の充実を図り、家庭教育の意義や役割に関しての保護者の学びを支援し、

家庭での教育力の向上を目指します。 

・家庭教育支援の更なる充実のため、関係機関と連携・協力しながら今後の方策について研

究を進めます。 

 

②社会教育関係団体への支援 

・子どもたちの学びや体験活動の充実を図るため、ＰＴＡや子ども会育成会などの社会教育

関係団体の活動を支援するとともに、時代や社会情勢の変化に応じた活動の在り方、支援

方法を、関係機関と協議・検討します。 

 

③地域の教育活動への支援 

・地域の教育活動を充実させるため、公民館まつり等を開催し、発表の場を提供するなど、

公民館登録グループを支援するとともに、公民館登録グループと協力し公開講座を開催し

ます。 

・ボランティア養成講座などを実施することにより、公民館活動を通じた地域の教育活動の

担い手の育成を図ります。 
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施策の柱（２）家庭・地域と学校の連携・協働 

①コミュニティ・スクールの導入の推進 

②外部人材の積極的活用 

③学校評価の活用 

④学校・家庭・地域の連携推進 

⑤放課後子供教室の推進 

 

■現状 

・平成 29(2017)年に地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され、原則学校ごと

にコミュニティ・スクール※を設置することが努力義務となっています。 

・令和２年度からコミュニティ・スクールのモデル校（小中合同型、中学校単独型）を導入

しています。 

・児童生徒が多様な体験活動を経験することを目的に、関係機関や地域の協力のもと、地域

の人材を活用し、教育活動を行っています。 

・各学校が、学校関係者に学校自己評価の評価理由及び改善策を提示し、年度末に学校評価※

委員会を実施し、課題改善につなげています。 

・子どもサポート事業は、子どもたちの実態に合わせ、学校と地域がより多くの情報を共有

し、学校応援団活動※や地域の特色を生かした活動における活動内容の改善を続け、更に

多くの児童生徒が参加できるよう支援しています。 

・学校職員、サポート委員を対象とした研修会を実施し、地域と学校の連携・協働について

理解が深まるよう支援しています。 

・放課後等に、地域の力を生かした学習支援や体験活動、交流活動が幅広く実施できるよう、

試行的実施を通じ、放課後子供教室※の実施を検討しています。 

 

■課題 

・学校及び保護者や地域へコミュニティ・スクールについての理解を深めることが必要です。  

・より多くの地域の方々の学校教育への参画を図るため、地域人材の発掘を促進し、更に各

学校の特色ある教育活動の充実を図っていく必要があります。  

・学校課題に即した重点目標を達成するための評価項目の設定に向け、関係者との連携や職

員間での共通理解を更に進める必要があります。 

・学校評価を活用し、学校評価を軸とした情報の共有と教育課題における改善策に努めてい

く必要があります。 

  

※コミュニティ・スクール：保護者や地域住民などから構成される学校運営協議会を設置し、学校運営
の基本方針を承認したり、教育活動などについて意見を述べ、学校と保護者や地域の住民が共に知恵
を出し合いながら、児童生徒の豊かな成長を支えていく仕組み。 

※学校評価：学校が教育活動の重点目標やその実現のための具体的方策を定め、その実施結果や達成状
況について検証・評価を行い、さらにこれを外部に公表することにより、学校運営の改善を図る仕組
み。 

※学校応援団活動：学校における学習活動、安心・安全確保、環境整備などについてボランティアとし
て協力・支援を行う保護者・地域住民による活動のこと。  

※放課後子供教室：子どもたちが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、地域
住民等の参画を得て、放課後に全ての児童を対象として、学習や体験・交流活動などを行う事業。  
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・子どもサポート事業は事業開始から 10 年以上が経過し、サポート委員の高齢化が進んで

いるため、次代の委員の人材発掘・育成が課題となっています。  

・保護者、教員、市民へのアンケート調査結果から、「放課後における子どもの居場所づく

りの充実」が求められています。 

・放課後子供教室の運営の中核を担う地域人材及び地域団体を確保するとともに、学校や学

童保育室、公民館等との連携を図る必要があります。 

 

■施策の内容 

①コミュニティ・スクールの導入の推進 

・コミュニティ・スクールの導入を促進し、「地域とともにある学校づくり」を進めること

で、学校と地域の協働による学校教育の充実を図ります。 

・学校運営協議会を通して、地域の教育力を有効に生かし、学習支援等の具体的支援を得て、

教育活動の充実を図ります。 

・令和５年度に、市立学校における学校評議員制度※をコミュニティ・スクールへ移行しま

す。 

 

②外部人材の積極的活用 

・小、中、特別支援学校が特色ある学校づくりを推進していくため、多様な体験活動が展開

できるように関係団体や地域住民と連携し、各学校の学校教育活動の一層の充実を図りま

す。 

・地域人材を活用し、専門的知識、技能の習得、地域に根ざした教育等、指導力の向上を図

ります。 

 

③学校評価の活用 

・学校が設定した目標の達成度や状況を明らかにして、ＰＤＣＡサイクルによる学校の自己

評価、外部アンケートの実施、学校関係者評価などを通して、教育活動等の成果を検証し、

学校運営の改善と充実を図るとともに、地域に開かれた特色ある学校づくりを目指します。 

 

④学校・家庭・地域の連携推進 

・子どもたちの豊かな人間性や社会性など「生きる力」を育むため、学校、家庭、地域及び

社会教育施設が連携・協力し、人と人のネットワークの構築を図りながら、地域の特色を

生かした体験活動や学校応援団活動など、地域ぐるみで子どもたちを育てる取組の充実を

図ります。 

 

⑤放課後子供教室の推進 

・放課後、地域住民等の参画を得て、学習や体験・交流活動を通じ、子どもたちが地域の中

で安全・安心に過ごす放課後子供教室について、試行的実施の結果を踏まえ、地域の実情

に合わせた導入を推進します。 

 ※学校評議員制度：その学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有するもののうちから、校
長の推薦により市が委嘱する。校長の求めに応じ、学校運営に関して意見を述べることができる。 



68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策８ 生涯学習活動の推進 

 

施策の柱（１）市立公民館の充実 

①ライフステージにおける課題や現代的課題の学習 

②生涯学習活動の拠点としての公民館の運営 

③公民館を活用した子どもの居場所づくりの推進 

④公民館の設置及び既存公民館の整備 

 

■現状 

・公民館は身近な社会教育施設であり、地域教育活動の支援や活動の拠点としてもその役割

と機能が望まれています。 

・民間の講座やインターネット等を通じた個人での活動など、学習活動は多様化しています。  

・公民館運営協力委員会を開催し、情報提供等を行って意見を聴取し、市民へのきめ細かな

学習機会の提供に生かしています。 

・平成 31(2019)年４月に霞ケ関西公民館を開館しました。 

・既存の公民館については、建設から 35年以上経過した館が、19館中 10館となっており、

施設・設備の老朽化が進んでいます。 

 

■課題 

・公民館講座の参加者が減少傾向にあるため、公民館職員研修を充実させるなど、魅力があ

り、内容の充実した事業を企画し、参加者の増加を図ることが必要です。 

・公民館利用者の高齢化、固定化が進んでいるため、幅広い年代の利用に向けた取組が必要

です。 

・保護者、市民へのアンケート調査結果から、公民館を利用していない理由として「利用す

る必要がなかったから」が回答の４分の３を占め、また、「公民館で学びたいこと」、「公民

館への要望」が「特にない」という回答も多くあり、時代に合った公民館活動の推進を図

る必要があります。 

・今後の公民館の整備については、利用者のニーズの把握や、運営方法の改善を図る等、利

用しやすい快適な施設とするため、大規模改修や施設設備の更新等について、総合的かつ

計画的に対応していく必要があります。 

 

 

 

  



69 

 

■施策の内容 

①ライフステージ※における課題や現代的課題の学習 

・健康や環境、防災、多文化共生、情報革新といった社会情勢に応じて変化する課題に対応

した講座等を開催し、地域の特色と社会の要請に応じた学習機会を提供します。  

・ＳＤＧｓを公民館においても地域とともに取り組んでいけるよう、課題解決に対応した講

座を実施します。 

・川越の自然、歴史、文化、環境などを学び、地域に対する関心を高めるため、地域学習事

業を推進します。 

 

②生涯学習活動の拠点としての公民館の運営 

・公民館運営協力委員会を開催し、情報提供等を行って意見を聴取し、市民へのきめ細かな

学習機会の提供に生かします。 

・公民館職員の研修を実施し、社会教育活動指導者としての意識向上及び学習事業の主催者

やコーディネーターとしての技術向上を図ります。 

・公民館事業の実施状況について、公民館運営審議会等の協力を得つつ、自ら点検及び評価

を行い、その結果を地域住民に対して公表していきます。 

 

③公民館を活用した子どもの居場所づくりの推進 

・行政と地域の団体や住民等が連携・協働し、放課後、子どもたちが勉強やスポーツ、文化

活動を行える居場所づくりを推進します。 

 

④公民館の設置及び既存公民館の整備 

・身近な学習施設、地域活動の拠点として公民館を整備し、地域の実情に合わせ、施設の複

合化等を検討していきます。 

・地域の学習拠点としての機能を発揮するため、公民館施設の修繕や施設設備の更新を行い、

誰もが利用しやすい快適な施設環境を提供します。  

※ライフステージ：人間の一生における児童期、青年期、成人期、高齢期などのそれぞれの時期。  
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施策の柱（２）市立図書館の充実 

①図書館サービスの充実 

②図書館を利用した学習活動の推進 

③図書館施設運営整備事業の推進 

 

■現状 

・図書館は地域の身近な情報拠点として利用されています。また、郷土資料の収集や保存に

も努めています。 

・令和元年度にデジタルアーカイブとして古地図の公開、令和２年度に電子書籍の導入を開

始しました。 

・利用者数・貸出数が年々減少しています。 

・乳幼児から児童を対象とした各種おはなし会や多様な学習活動に即した講座、講演会等の

事業を年間 500回程度開催しています。 

・読書のバリアフリー化を目指し、対面朗読、録音図書の作成・貸出し、大活字本の収集等

を行っています。また、バリアフリー映画会や障害資料展等の周知活動も行っています。 

・市立図書館職員が全市立小学校３年生の各学級を訪問し、本の紹介及び読み聞かせ事業に

加え、図書館の利用案内等を行っています。 

・中央図書館については、建設から 35 年以上経過しており、施設・設備の老朽化が進んで

います。 

 

■課題 

・市民の教養や学習意欲の向上、豊かな心や生きがいを育み、情報や交流の拠点として、市

民に役立つ図書館を目指すとともに、市民ニーズに合った多様な資料収集に努める必要が

あります。 

・情報収集の多様化が進む中、情報提供サービスには今後も力を入れる必要があります。 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止による新しい生活様式を踏まえ、どこでも利用できる

電子書籍や、デジタルアーカイブの拡充が必要です。 

・保護者、市民へのアンケート調査結果から、図書館を利用していない理由が「利用する必

要がなかったから」「家の近くにないから」が、それぞれ約４割あり、また、「調べものは

インターネットでできるから」という回答も多く、時代に合った図書館運営を図る必要が

あります。 

・老朽化した施設・設備の整備、改修を計画的に行う必要があります。  
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■施策の内容 

①図書館サービスの充実 

・地域の情報拠点として、これまで以上に図書館サービスの向上を図る取組を推進します。

また、図書館利用に困難がある人に配慮した図書館サービスを行い周知に努めます。 

・市民の多様な要望に応えるために、各分野の資料の収集に努め、地域資料を整備します。  

・地域に関する情報提供サービスの事例を公開し、貴重な郷土資料の有効活用を図ります。 

・いつでもどこでも利用可能な電子書籍の拡充や情報のデジタル化を推進します。  

・近隣市町との図書館相互・広域利用及び大学や市立小学校・中学校・高等学校・特別支援

学校図書室等との連携を図ります。 

・児童生徒の調べ学習及び読書活動推進等に向け、市立図書館から学校への図書貸出を推進

します。（再掲） 

 

②図書館を利用した学習活動の推進 

・市民の多様な学習活動に即した講座や講演会等の事業を推進します。  

・読み聞かせボランティアや関係機関と連携し、子どもが読書に親しむ環境づくりに努めま

す。 

・図書や図書館への興味・関心を持たせるため、市立図書館職員の学級訪問等を通じて、読

書活動の推進に努めます。（再掲） 

・小・中学生に薦めたい図書のリーフレットを作成し、児童生徒が読書に親しむ環境の充実

に努めます。（再掲） 

 

③図書館施設運営整備事業の推進 

・時代のニーズに応じた図書館運営方法について検討を進めます。 

・老朽化した施設・設備の整備、改修を計画的に実施します。 
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施策の柱（３）市立博物館の充実 

①展示機能の充実 

②郷土資料の収集・保存 

③教育普及事業の充実と学校教育との連携強化 

④博物館・蔵造り資料館の整備 

 

■現状 

・川越にゆかりのある歴史資料を中心とした郷土資料の収集・保存に努め、展示資料として

活用するとともに、企画展の成果を反映させて常設展の充実を図っています。 

・資料の受入にあたってはガイドラインを設けるとともに、収蔵庫内の資料その他の物品の

整理を行い、効率的な収納を進めています。 

・小・中学校との連携を進め、学校の教育課程に位置づけた博物館活用を積極的に行い、川

越の歴史・文化等の郷土学習を推進しています。 

・大人向け及び子ども向けの講座・教室について、参加者から高い評価が得られるよう内容

の充実に努めています。 

・観光客・市民に対する広報活動が不十分であるため、施設に対する認知度が低い傾向にあ

ります。 

・開館から 30年を経過し、施設設備の老朽化が進んでいます。 

・蔵造り資料館は、耐震化事業を実施しています。 

 

■課題 

・企画展などの成果を生かしつつ、常設展示室の展示内容・展示資料の更新を図る必要があ

ります。 

・郷土資料を系統的に収集・整理し効率的な資料の収蔵を進めるとともに、今後増加する資

料に備えて、恒常的な収蔵施設(スペース)の確保について検討する必要があります。 

・市民の学習要求を考慮したより内容の濃い講座・教室を計画し実施することや、学校教育

との連携において郷土を意識したより質の高い内容を提供する必要があります。 

・多くの方に利用される施設とするために情報発信の方法を工夫する必要があります。  

・老朽化した施設・設備を改修する必要があります。 

・蔵造り資料館耐震化事業を着実に進める必要があります。 

 

■施策の内容 

①展示機能の充実 

・多様化する市民の学習活動への対応と観光に貢献する施設として、常設展示の充実を図り

ます。 

・新たな研究成果を反映させるとともに、学びやすい展示など、魅力的・効果的な企画や展

示機能※の充実に努め、市民はもとより市外からの来館者の増加を図ります。 

 

 ※展示機能：資料の収集保存、調査研究、展示、教育普及という博物館の主要な機能のひとつ。展示は、
教育的配慮のもとに資料を陳列し、来館者の利用に供する役割を担う。  
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②郷土資料の収集・保存 

・川越の歴史と文化に係る資料の収集・整理に努めるとともに、その保存と活用を図ります。  

・資料を保存する収蔵庫については、収蔵能力が不足しているため、効率的な収蔵保管に努

めるとともに、新たな収蔵施設の確保を検討します。 

 

③教育普及事業の充実と学校教育との連携強化 

・社会教育施設として、幅広い世代の学習要求に応えられる多くの事業を展開するとともに

積極的な情報発信を行い、市民の利用機会の向上を図ります。 

・児童生徒が川越の歴史や文化等に興味や関心を持つことができる学習活動の更なる充実を

図り、学校教育との連携を進めます。 

 

④博物館・蔵造り資料館の整備 

・社会教育施設及び観光拠点施設としての機能を充実させるため、博物館の整備を図るとと

もに、蔵造り資料館の耐震化を着実に進めます。 
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施策の柱（４）人権教育の推進 

①人権教育の充実 

②人権教育指導者の養成 

③関係機関・団体等との連携 

 

■現状 

・社会のグローバル化の進展に伴って、人権問題はますます複雑・多様化する傾向にありま

す。女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人、同和問題、インターネットによる人

権侵害など、様々な人権問題が山積しています。 

・学校では、様々な人権問題について、授業等で学習するなど、児童生徒一人ひとりの人権

意識を高める教育活動を行っています。 

・児童生徒による「人権作文」「人権標語」「人権絵画」等の取組を通して人権意識の高揚を

図っています。 

・各種人権啓発資料を作成し、児童生徒をはじめ市民に配布、活用することによって、人権

への関心を高めています。 

・市立小・中学校、公民館に人権教育推進事業を委嘱するとともに、ＰＴＡ・子ども会育成

会人権啓発フィルム研修会や人権教育実践報告会※を実施しています。同和問題等の人権

問題について正しく理解するとともに、人権を尊重する教育の重要性について認識を深め

ています。 

・人権の大切さを学ぶ機会として、人権教育講座を実施しています。 

 

■課題 

・児童生徒の発達段階に応じて、正しい知識を身に付けさせるとともに、人権への配慮がそ

の態度や行動につながるような人権感覚を身に付けさせる必要があります。  

・各種人権啓発資料が更に積極的に活用されるように努める必要があります。  

・人権教育推進事業を中心に人権教育の充実を図り、学校・家庭・地域が三位一体となって

人権問題の解決に向けて努めていく必要があります。 

・人権教育活動団体の教育事業、啓発活動の支援・連携に努めていく必要があります。  

・集会所事業※における各講座の参加者の固定化、高齢化が進んでいます。 

 

  

※人権教育実践報告会：保育園・小中高校・ＰＴＡ・公民館等における人権教育の実践発表に基づいて
参加者が協議をする研修会。 

※集会所事業：「川越市小堤集会所条例」に基づき設置している川越市小堤集会所において、教育委員会
が実施している事業のこと。 
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■施策の内容 

①人権教育の充実 

・様々な人権課題に対応した人権教育の充実を図ります。 

・人権問題を広く市民に考えてもらうため、各種人権啓発資料の作成・活用を図ります。  

・学校・家庭・地域と連携した各種研修会を実施し、人権課題について正しい理解と認識を

育むよう努めます。 

・児童生徒の心身の成長過程に応じて、人権尊重の意識を高め、一人ひとりを大切にする教

育を計画的に推進します。 

 

②人権教育指導者の養成 

・様々な人権課題の解決を目指し、市民一人ひとりが正しい認識を深めるため、人権教育指

導者養成に努めます。 

・様々な人権課題を網羅的に扱うよう、計画的に教職員研修を行います。  

 

③関係機関・団体等との連携 

・関係機関・団体等と連携した教育活動を推進します。 

・自治会等と連携した教育活動を推進し、学習の場としての集会所事業を推進します。  

  



76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策９ 文化財の保存と活用 

 

施策の柱（１）文化財の保存と活用 

①文化財の保存と活用 

②無形民俗文化財の保存と後継者の育成 

③重要伝統的建造物群保存地区の保存整備事業の充実 

④河越館跡の整備・活用 

⑤山王塚古墳の保護 

 

■現状 

・令和２年度現在、国や県、市指定の文化財が 266件あり、これら指定文化財の保護を図っ

ています。指定文化財保存事業として、毎年度 25 件から 30 件ほどを補助事業の対象と

して保存修理を行っています。 

・埋蔵文化財保護のために、開発や工事計画に先立ち、文化財保護法に基づいた発掘調査を

実施、これまでに調査報告書を 87件作成しています。 

・国の重要無形民俗文化財で、ユネスコ無形文化遺産に登録されている川越氷川祭の山車行

事※など、無形民俗文化財の保存と後継者育成を図るため、保護団体等を支援しています。  

・国の重要伝統的建造物群保存地区に選定されている川越市川越伝統的建造物群保存地区内

の伝統的建造物所有者の修理要望の把握及び保存対策調査を計画的に実施し、継続して修

理事業を行っています。 

・国指定史跡河越館跡※用地取得が完了しました。また、活用事業として、河越流鏑馬（かわ

ごえやぶさめ）を実施し、例年3,000人を超える見学者が訪れています。 

・山王塚古墳※は、発掘調査を実施し、その成果を総括報告書として刊行しました。国指定へ

向け、現地見学会や講座、出前授業などの広報普及活動を行っています。  

 

■課題 

・指定文化財保存事業については、近年、自然災害や老朽化が原因となる突発的な災害で緊

急修理を要することがあり、予定外の事案が多数発生しています。  

・社会状況の大きな変化により、文化財継承の基盤が変化しています。特に、無形民俗文化

財の担い手が不足しているので後継者の育成が必要です。また、文化財所有者の負担や責

務の軽減につながる支援を強化する必要があります。 

 

  

※川越氷川祭の山車行事：川越城主松平伊豆守信綱が祭礼用具を寄進したことに始まり、江戸の「山王
祭」、「神田祭」の影響を受けながら、360 年以上にわたり受け継がれてきた祭り。平成 17（2005）
年に国指定重要無形民俗文化財に指定され、平成 28（2016）年にユネスコ無形文化遺産に「山・鉾・
屋台行事」の一つとして登録された。 

※河越館跡：河越氏は、桓武平氏の流れをくむ秩父氏の一族で、平安時代末から南北朝時代にかけて武
蔵国でも有数の勢力を誇った武士である。川越市上戸地区にある河越館跡は河越氏の居館跡とされ、
昭和 59（1984）年 12 月 6 日国指定史跡となった。 

※山王塚古墳：大塚１丁目にある上円下方墳。入間川を北西に臨む台地上に 7 世紀に築成され、南大塚
古墳群に属す。下方部一辺 63m 高さ 1m、上円部の径は約 47m 全高 4.5m で、国内最大級である。
昭和 33（1958）年 3 月 6 日「山王塚」として市指定文化財となった。 
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・保存修理事業を計画的に実施していくため、伝統的建造物所有者の意向把握や保存対策調

査による建造物の現状把握が必要です。 

・保存修理事業を継続していく中で、伝統工法の技能を有する技術者の育成や資材の確保、

耐震性の向上が必要です。 

・伝統的建造物群保存地区の社会環境の変化に応じた独自の地区防災機能の向上が必要です。  

・河越館跡史跡公園の全面整備に向けて、川越市河越館跡整備検討委員会の指導を受けなが

ら発掘調査や整備方法、ガイダンス施設の設計を含めた公開の方法などを検討していく必

要があります。また、庁内の関係部署と調整の上、地元住民等への説明会などが必要です。  

・山王塚古墳の価値を周知・発信するため、普及・啓発事業の継続が必要です。  

 

■施策の内容 

①文化財の保存と活用 

・貴重な歴史的財産である文化財を後世に残し、伝えるために、文化財の保存に努めるとと

もに、関係各課と連携し、文化財の価値を生かした活用を積極的に図ります。  

・文化財を次代に継承するため、所有者支援の在り方について関係者とともに検討します。  

・効率的な試掘・確認調査等の実施により、埋蔵文化財に関する基礎情報の収集に努め、工

事関係者との保護調整により、埋蔵文化財の効果的な保存を図ります。  

・未指定を含めた文化財について、地域社会とともにその保存・活用を総合的かつ計画的に

実行するため、文化財保存活用地域計画を策定します。 

 

②無形民俗文化財の保存と後継者の育成 

・地域ぐるみで保存継承する体制の確立を支援します。 

・後世に伝えるための後継者育成の取組を積極的に支援します。 

・映像や画像による記録を行い、保護団体による文化財の伝承に活用できるよう努めます。  

 

③重要伝統的建造物群保存地区の保存整備事業の充実 

・伝統的建造物の保存修理等を実施し、あわせて官民連携による保存技術の継承や、担い手

の確保と育成等に努めます。 

・伝統的建造物の耐震化や自主防災体制の整備に努めます。 

 

④河越館跡の整備・活用 

・郷土学習の場、市民の憩いの場として河越館跡史跡公園等の整備を継続し、市民や自治会

等の公共団体、ＮＰＯ法人、大学等と協働してその有効活用を図ります。  

 

⑤山王塚古墳の保護 

・国内で最大規模の上円下方墳である山王塚古墳について、未来に伝えるべき貴重な文化財

として国指定史跡とすることを目指し、関係機関と協議を進めていきます。  
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施策の柱（２）地域の歴史や伝統文化の継承 

①文化財保護意識の啓発 

②地域の歴史・伝統文化の継承に向けた学びの促進 

 

■現状 

・埋蔵文化財調査への理解を深め、文化財保護意識を啓発するため、現地説明会を実施して

います。 

・遺跡発表会や文化財防火訓練については、天候に人数が左右されるものの毎年安定した参

加者がおり、一定の成果を果たしています。 

・地域の歴史や文化財に関する学習の提供のため、公民館・学校等への文化財保護課職員の

講師派遣を積極的に行っています。 

・博物館近隣の中学校では、博物館の見学、博物館職員の出前授業を通して、全学年の生徒

が郷土川越について学んでいます。３学年は成果の集大成として、実際に現場に出向き、

観光客に案内を行っています。 

 

■課題 

・郷土の歴史や文化財について、理解を深め興味・関心を高めていくため、第一歩として、

それらに触れる機会を創出していくことが重要です。 

・市民と協働で文化財の保存・活用を推進しながら、文化財の保護意識の啓発に努めていく

ことが必要です。 

 

■施策の内容 

①文化財保護意識の啓発 

・先人の営みの中で生まれ、大切に護り伝えられてきた文化財の価値と保存の意義について、

わかりやすく多くの人に伝え理解を深めてもらうために、文化財保護意識の啓発に努めま

す。 

・埋蔵文化財は、日常生活では目に触れることがない地下に存在することから、その周知を

図るとともに、市民の保護意識の醸成に努めます。 

 

②地域の歴史・伝統文化の継承に向けた学びの促進 

・児童生徒が地域の歴史・伝統文化への興味・関心を高め、誇りや愛着をもって大切に継承

する心を育むため、出前授業及び博物館による積極的な学習の機会の提供を図ります。  

・川越の歴史や文化を守り続けている人々から学び、自分たちの住む「ふるさと川越」を知

る機会を創出し、文化を学び育てる取組を推進します。 

 

  


